
Ⅺ ６次産業の部

この部には、農業・農村の６次産業化総合調査に関

する統計を収録した。

調査の概要については、以下のとおりである。

１ 調査の目的

本調査は、農業生産関連事業及び農業者等による

農産物の販売戦略による所得の増大をもたらす取組

を総合的に調査し、これらの取組に伴う所得向上、

雇用確保の状況等を明らかにし、６次産業化の施策

推進に必要な資料を整備することを目的としている。

２ 調査の対象

(1) ６次産業化業態別調査

本調査の対象は以下のとおりとし、いずれも全

数調査として実施した。

ア 農業経営体

調査対象の母集団は、2010年世界農林業センサ

ス（農林業経営体調査）において把握した農業経

営体のうち、「農産物の加工」、「観光農園」、「農

家民宿」、「農家レストラン」及び「海外への輸出」

を営む農業経営体並びに2010年世界農林業センサ

ス（農山村地域調査）において把握した農産物直

売所のうち、農業経営体に該当するものとした。

イ 農産物直売所

調査対象の母集団は、2010年世界農林業センサ

ス（農山村地域調査）において把握した農産物直

売所のうち、農業経営体に該当しないものとした。

ウ 農産加工場

調査対象の母集団は、農業協同組合等からの情

報収集により把握した農産加工場を運営する農業

協同組合等とした。

(2) 農業経営体における６次産業化販売戦略実態調査

調査対象の母集団は、2010年世界農林業センサ

ス（農林業経営体調査）において把握した農業経

営体のうち、農産物の直接販売を行っている農業

経営体とした。

３ 調査対象期間

調査対象期間は平成22年度（平成22年４月１日～

平成23年３月31日）の１年間とした。

ただし、上記期間での記入が困難な場合は、記入

が可能な平成22年度の期間を含む１年間とした。

４ 調査方法

(1) ６次産業化業態別調査

本調査は、調査対象者に調査票を郵送で配付し、

調査対象者が記入した調査票を郵送又は訪問で回

収する自計調査とした。

(2) 農業経営体における６次産業化販売戦略実態調査

本調査は、調査対象者に調査票を郵送で配付し、

調査対象者が記入した調査票を郵送で回収する自

計調査とした。

５ 集計方法

(1) ６次産業化業態別調査

農業経営体の各農業生産関連事業、農産物直売

所及び農産加工場ごとに販売金額規模別及び経営

形態別の推定値を都道府県ごとに算出し、積み上

げた値を農業地域別及び全国値とした。

(2) 農業経営体における６次産業化販売戦略実態調査

販売金額規模別及び「主とする販売先」の推定

値を都道府県ごとに算出し、積み上げた値を農業

地域別及び全国値とした。

６ 用語の説明

(1) 地場産とは、農産物直売所・農産加工場等で取

り扱う農産物の産地について、事業所等の所在す

る市区町村及びその同一都道府県内の隣接する市

区町村（境界が海上の場合は隣接としない。）で生

産されたものをいう。

(2) 農産物の直接販売とは、生産者が自ら生産した

農産物を「農協及び農協以外の集出荷団体」以外

の「卸売市場」、「小売業者」、「食品製造業・外食

産業」、「消費者」及び「その他」に販売すること

をいう。

なお、「農協及び農協以外の集出荷団体」に販売

した農業経営体であっても、農産物の一部をそれ

以外の「卸売市場」、「小売業者」、「食品製造業・

外食産業」、「消費者」及び「その他」のいずれか

に販売する場合は、農産物の直接販売を行った農

業経営体となる。

この部についての照会先

生産流通消費統計課 電話（075）414-9660
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